
令和元年５月31日� 第　154　号　（1）山 形 県 連 小 会 報

うなときだからこそ、校長同士がつながり合い互
いに学び合う環境をつくる必要があるのです。そ
のために県連小は次の活動を進めてまいります。
１．学校経営の充実に資する研修を推進します。
　�　東置賜地区校長会と連携し、第73回山形県連
合小学校長会研究協議会の開催運営に努める。
２．研究紀要等で情報を発信します。
　�　全連小・東北連小研究協議会の内容、県連小
理事研修会の内容、研修委員会や生徒指導員会
等の専門委員会での調査研究結果などを発信し、
課題を含めた情報の共有に努める。
３�．人事、行財政、給与等の対策活動を推進しま
す。
　県連小の組織は、１１地区から選出された理事、
対策委員、生徒指導委員、研修委員と幹事で構成
されています。地区校長会の声を県連小に届け山
形県の声にすること、それを、県連小から東北連
小・全連小へと届けていくこと、そして、その逆
の流れも滞ることなく行うことが大切だと思って
います。そのためにもスタートである地区校長会
で大いに語り合ってください。「校長は孤独であ
る」と言われますが、語り合い、つながり合う地
区校長会でありたいものです。
　平成3１年度（令和元年度）の山形県の小学校数
は２４１校です。２４１人の校長が自分の学校に軸足を
置いて考えを出し合い、いろいろな情報に学び、
２４１通りの学校経営を更新していく。一人一人の
校長が自分らしく学校経営できるように、県連小
は校長の「つながり」
と「学び」をつくる
努力をしてまいりま
す。各地区校長会と
会員の校長先生方の
ご理解とご協力をお
願い申し上げて、あ
いさつといたします。
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鈴木一尋会長あいさつ
　今年度、会長に指名をいた
だきました、山形市立第四小
学校の鈴木一尋でございます。
　県連小会員の一人として、
精一杯努めてまいります。
　さて、「山形県連合小学校長会」は、県内１１地
区において組織されている地区校長会の連合体で
す。会員一人一人の校長が、その職責をよりよく
果たすことができることを目的とした組織です。
　昨年度の第7２回県連小研究協議会の折りに、先
輩の校長先生から「会員数が減りましたね」とい
う話をいただきました。山形ビッグウイングの
大会議室の座席数396席に対して、校長数２４3人、
１５０席も空席になっています。１０年前の平成２０年
には、県内の小学校数は3２２校でした。この１０年
間で79校も減ったのですから、「会員数が減りま
したね」という先輩の驚きもよくわかります。児
童数もこの１０年で１２，０００人近く減っています。こ
のような時代に校長を拝命している私たちは、一
人一人が自立しながら、子ども、保護者、地域等
の信頼を得ていく必要があります。県連小活動方
針には、次のような校長の役割を掲げています。
　『校長は、自らの責任と使命を自覚し、時代の
潮流を捉える先見性と不易流行を見極める見識を
もって経営ビジョンを描くこと、創意ある教育課
程の編成・実施・評価・改善、次代を担う教職員
の資質・能力の向上、学校組織の活性化、施設設
備の改善など、学校経営の充実にリーダーシップ
を発揮することが求められる。』
　ここで言われる『時代の潮流を捉える先見性と
不易流行を見極める見識』は、校長が自ら学び身
につけていくべきものです。しかし、校長の数が
減り、学校がさらに忙しくなっている今、校長が
学ぶこと自体が難しい状況にもあります。このよ

校長の「つながり」と「学び」をつくる県連小に
～声を届け合うことを大切にしたい～

県連小　第１回理事会報告
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Only One の学校経営に資する校長会
副会長　齋　藤　英　敏

　平成から令和へと変わる大きな節
目の年、私が所属する山形市小学校長会では、会員
3８名の Only�One の学校園に資する校長会の在り方
を探究しながらの活動をスタートさせました。その
目的の達成のために、「Pride」「原点回帰」「対話＆
伝達」を大切にしたいワードとして掲げています。
　そのワードには、中核市である県都山形の学校の
校長及び校長会としての誇りを胸に日々学校経営に
あたろうという志と、変化の時こそ「校長とは？校
長会とは？」という原点に立ち返ることの必要性、
重要性を会員皆で考えていきたいという意図があり
ます。
　また、山形市小学校長会では、会員１５名が年度末
に定年を迎え、過去に例のない大人数のメンバー交
代が余儀なくされます。校長会として大切に引き継
いできた事柄や各校長が長年の経験から得た知見等
を、会員同士の多様な対話をとおして伝えていくこ
とも大変重要な年であると認識しています。
　冒頭に述べましたが、校長会の活動の最終的な目
的は、それぞれの学校経営に資することであると考
えます。これは、山形市に限ったことでなく、県内
すべての地区に当てはまることであると言えましょ
う。
　鈴木会長を支えながら、県内すべての小学校の充
実、発展に資する山形県連合小学校長会を目指して、
微力を尽くしたいと思います。どうぞよろしくお願
いいたします。

子どもたちの明るい未来のために
副会長　國　井　由紀子

　このたび、県連小の副会長という
重責を担うこととなり、身の引き締まる思いです。
鈴木会長のもと、県連小の更なる発展のために微力
ではありますが、精一杯務めてまいりたいと思いま
す。
　さて、今、教育界は様々な課題に直面しています。
情報化、グローバル化などにより社会は急速に変化

しています。また、いじめ・不登校問題への取り組
みなど、課題が山積しています。そんな中、一人一
人の子どもの力を伸ばそうと、非常に多忙な業務の
中努力している教職員がいます。「働き方改革」の
推進も喫緊の課題です。今年は新学習指導要領移行
期最終年度でもあり、校長のリーダーシップがまさ
に今、求められています。
　これからの時代を生きぬく子どもたちは、様々な
かかわりの中で、人生を切り拓いていく力を身に付
けなければなりません。校長として先見の目をもち、
どう取り組んでいくかを具体的に見極めていく必要
があります。
　そのためにも、各地区校長会のつながりを大事に
し、すべては子どもたちの明るい未来につながって
いることを心し、研鑽に励んでいきたいものだと考
えています。

「繋ぐ」
副会長　渡　部　　　敬

今年度の県連小研究協議会がヒルズ
サンピアに会場を移して実施されるに当たり、主管
される東置賜校長会の皆様には、大変なご苦労をお
かけします。しかし、その成果をしっかり引き継ぎ
来年度へ繋いでいきたいと思います。どうぞよろし
くお願いいたします。
　ということで、第7４回県連小研究協議会の主管を
田川地区校長会が務めることになり、今年度は副会
長と共に研修委員会をも担当することになりました。
平成２3年度の全連小山形大会の時に、「立ち位置確
かに足場を強く」という合言葉の元、県下小学校長
が一丸となって研究協議会の運営に携わったことを
思い出しながら、今年一年自分の職責を果たしてい
きたいと思います。
　新学習指導要領完全実施や、「働き方改革」を踏
まえた取り組み等、校長のカリキュラムマネジメン
トが問われておりますが、連合体としての組織力を
強めながら、各地区校長会の取り組みを学び合い、
高まり合うように努めていきたいと思います。
　鈴木一尋会長を中心とし、令和元年度の県連小諸
活動がアクティブに実り多いものとなりますように、
微力ながら粛々と働きかけていきます。

新副会長あいさつ



令和元年５月31日� 第　154　号　（3）山 形 県 連 小 会 報

県教育委員会のご指導
１　竹田　啓　義務教育課長より
【平成3１年度（令和元年度）事業の重点】
○�教育山形「さんさん」プランを基盤とした確かな
学力の育成
○�探究型学習推進による「主体的・対話的で深い学
び」の実現（探究型学習について、全指導主事の
共通理解のもと、すべての小中学校に指導できる
ようにし、全県での共通理解を図る。）
○�山形県学力等調査の実施（４月に、小学５年生・
中学２年生を対象に県内全小中学校で実施。）
○山形県免許法認定講習（英語）
　◦�受講資格（小学校教諭普通免許状所持者で３年
以上の実務経験がある現職教員）

　◦�修得単位（教科に関する科目１０単位、教職に関
する科目４単位　合計１４単位）

　◦�免許状取得（県教委へ免許状取得申請の手続き、
中学校教諭２種免許状取得）

○学校組織マネジメント研修会
　◦�県内小中学校の校長又は教頭を対象として、教
育事務所ごとに年１回開催。

　◦�本研修を踏まえ、各学校においてカリキュラム
を見直す。

○いじめの防止等に向けた取組
　◦�教職員・児童生徒・保護者に対するいじめ防止
対策の周知の徹底（いじめの正確な認知に関す
る教職員間の共通理解、法律の趣旨や内容、い
じめの定義等を児童生徒及び保護者に確実に周
知）

　◦�いじめの認知件数が０（ゼロ）の学校における
公表と検証（認知件数が０であった場合、児童
生徒や保護者に公表し、認知漏れがないか確認）

　◦�「魅力ある学校づくり」調査研究事業の取組等
（新庄市立日新中学校をモデル校とし、最上地
区の２２小学校、１１中学校、１義務教育学校が参
加して取り組んだ本事業において、不登校児童
生徒の新規数抑制につながった。）

○教科書の検定・採択・使用周期についての確認
　◦�教科書編集等に関わった者は、採択には関わら
ないことを徹底する。

２　那須　隆秀　教職員課長より
○新教育長（菅間裕晃教育長）訓示より
◦�教育に関する環境や信頼を作り上げる大切さ
◦�次代を担う人づくりの重要性
◦�６教振後期計画策定に向けた検討
◦�先を見通した施策や危機管理
◦�「働き方改革→教職の魅力→教員志願者の増加→
教育力の向上」の好循環へ
○学校における働き方改革の推進
　�学校における働き方改革の目的は、限られた時間
の中で、子どもと向き合うための時間を十分に確
保するとともに、子どもに対して効果的な教育活
動を行うことができるようにすること。
◦�「取組み手引き」【改訂版】の活用（昨年度いた
だいた８００超の取組事例報告を分析・整理し、追
加掲載した。）
◦�スクール・サポート・スタッフ、部活動指導員等
の配置拡充（スクール・サポート・スタッフは昨
年度3０人から今年度36人へ、、部活動指導員は４9
校から9１校へ。）
◦�県立学校へのタイムレコーダ・留守番電話の設置
◦�小中学校の時間外勤務等調査
○信頼される学校づくり
◦�教職員の服務規律の徹底（「飲酒」に関連した不
祥事防止の取組を確実に。）
◦�「いい職場、いい教員にこそリスクがある」（大
多数の教員は誠実に懸命に不祥事を起こさない努
力をしている、価値づけ・励ましを。）
◦�管理職候補、ミドルリーダーの育成（その教員の
数年後を見据えた校長の励ましの一言が背中を押
すことに繋がる）
◦�教員免許の「うっかり失効」（失職）の防止→制
度の確認・点検
◦�新規採用職員の精神疾患が増加傾向（新規採用職
員を育てる「メンター」の配置ときめ細かな指導・
支援を。）
◦��管理職の病休も報告されている。管理職自身の健
康管理も大切に。



（4）�　令和元年５月31日� 第　154　号山 形 県 連 小 会 報

【各地区より】（抜粋）
１　これまで行ってきたことと今年度行うこと
○教員の現状を保護者に伝え、理解を促しながら、
これまで土日に開催していたＰＴＡ学年行事を平
日開催としたり、ＰＴＡ会合等を社教施設のミー
ティングルームで開催していただいたりしている。
○これまで児童と教職員で行っていたプール清掃を、
保護者の奉仕作業とした。
○日番業務を廃止した。
○教育活動全般を見渡して、「なくてもよい」と判
断できるものはもちろんだが、「あった方がよい」
と考えられるものも思い切って見直しを図る必要
がある。本校では、１年生を迎える会も６年生を
送る会も削減した。
○文集について、国語科としてつけるべき能力と、
学校文化の記録伝承という観点から再検討し、全
校文集ではない形（学級・学年に応じた作品のま
とめ、デジタルデータによる保存・公開）に変えた。

○家庭訪問はやめて、学校での個人面談に時間を十
分にかけるようにした。教員の負担軽減とともに、
保護者が家庭訪問のために休暇を取ったり片付け
をしたりする手間が省け、双方にとってメリット
があった。
２　今後さらに進める必要があること
○学校単位で成績処理ソフトを導入・活用している
ところが多い現状であるが、今後はさらに市町村
単位で共通した校務支援ソフトを導入していただ
きたい。教員は、市町村をこえた異動もあり、全
県で同じ校務支援ソフトを導入していただければ
理想的である。
○保護者に対する周知と理解の深化については、今
後も継続的に行っていく必要がある。「学校にお
ける働き方改革の実現」に関する文部科学大臣
メッセージも配付しながら、総会やＰＴＡの理事
会など機会を捉えて、校長が率先して説明し、理
解と協力を呼びかけたい。
○教職員の意識改革も重要である。従来通りの働
き方でなく、より効率的な働き方によって創出し
た時間で、子ど
もとじっくり向
き合うとともに、
教職員自身の生
活も充実させて
いくことが必要
である。

趣旨説明
　平成３０年２月に、文部科学省より「働き方改革」
に関する通知が出され、働き方改革は本県におい
ても喫緊の課題となっている。そこで、教職員の
多忙化解消及び働き方改革への取組の状況につい
て情報交換を行い、学校運営の改善に向けた研修
を進める。

役名
地区 理　　　　　事 対　策　委　員 生徒指導委員 研　修　委　員
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